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合が多く、法人税基本通達 7-8-1 及び 7-8-2 の例示のほか、金額や支出の周期等を基準として区分判
断する方法を認めている。 
 少額又は周期の短いもの （１）
 法人税基本通達 7-8-3 では、金額を基準とする場合には、その一の修理、改良等のために要した費
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 災害等の場合 （４）
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 地盤沈下による防潮堤・防波堤・防水提等 （７）
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 資本的支出の制度は、昭和 24 年に「戦災その他の災害により滅失または毀損した建物機械等に対








ても旧法人税法施行規則第 10 条の 2 にその意義が定められ、「『法人税基本通達』では、232～244
の 13 項目にわたって資本的支出・修繕費の取扱いが示された25。」この旧法人税法施行規則第 10 条
の 2 の内容については、昭和 40 年の所得税法及び法人税法の全面改正により法人税法施行令が政令
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ことが望ましい26。」とする内容がある。この意見書については、「税法意見書は、まず課税所得の
計算に当たり会計方法の選択の自主性を主張するのである27。」と考えられており、上記の批判を反
映する形で、昭和 44 年に通達の改正が行われた。この際、昭和 25 年通達については、あまりに当然
の定めをしているに過ぎないため、当該通達の制定に伴い廃止されている28。 
昭和 48 年の通達改正においては、形式基準による区分を認める個別通達が設けられた。これは、






当該通達は、昭和 55 年に行われた通達改正により昭和 44 年の法人税基本通達と一本化され、平成
元年の改正では少額又は周期の短いもの及び区分不明である場合の限度額である 10万円および 30万
円が、それぞれ 20 万円および 60 万円に引き上げられた。 
近年においては、平成 19 年度の減価償却制度の改正に伴い、資本的支出の扱いが大きく変わるこ
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準であった 1990 年と比較すると、大企業で 1.5 倍、中小企業 2.0 倍と、特に中小企業で設備の老朽
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 法人税基本通達 7-8-3 及び 4 に定める少額又は周期の短いもの及び形式基準による区分による場合
の基準となる金額について、「形式基準も年月が経過すれば現状にそぐわなくなってくるのは当然で
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